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1　本書は､会社法の体系書である｡本書の初版は､
2005年の会社法成立を契機として旧著『会社法』 (伝
山社､ 2003)を全面的に書き改めて2006年に公刊され
た｡本書においては､金融商品取引法に題名変更した
証券取引法等の一部を改止する法律の成立等が取り入
れられるとともに全編に亘って旧版に手が加えられて
いる｡
著者の青竹正一教授は､多作な研究者であり､研究
書として1979年にはアメリカ会社法の研究を中心とす
る『小規模閉鎖会社の法規整』を､ 1988年にはその続
編である『続小規模閉鎖会社の法規整』を､ 1995年に
は企業金融問題等についても焦点を当てた『現代会社
法の課題と展開』を著し､ 2001年に著した『閉鎖会社紛争の新展開』においては､当初の
研究テーマである閉鎖会社法に立ち返って株式･有限会社持分の共同相続を巡る問題や新
株の不公正発行を巡る問題等､近時の判例を素材として今日切実な問題となっている諸点
を論じ､ 2002年に権威ある大隅健一郎賞を受賞している｡本文508頁の本書は､会社法の
体系書としては中型のものに属するが､これらの研究成果を踏まえた赦密な解釈論が随所
に展開されており､頁数以上に豊富な内容を含んでいるように思われる｡
本書において特に注目すべき点としては､最近の判例への言及が多いことが挙げられる｡
最近において重要な会社法判例が次々と出ていることからすれば､このことは当然のこと
ともいえようが､その多さは類書と比較しても際立っており､著者の会社法に対する情熱
が研究暦40年を過ぎた今もなお衰えていないことを示している｡このような筆者の情熱は､
筆者が最近の判例を素材とした論文を断続的に発表していることからも窺い知ることがで
きよう｡そこで､本稿においては､最近世間の耳目を集め､著者がその論文においても素
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材としている2つの著名な企業買収事件に関する本書の見解を紹介しておきたい｡
2　ニッポン放送事件は､周知のように2005年にフジサンケイグループの中心的企業で
あるフジテレビがフジサンケイグループに属しつつフジテレビの筆頭株主であったニッポ
ン放送との親子関係のねじれを解消するためにニッポン放送株式のTOB (株式公開買付
け)を実施していた最中､ ｢ホリエモン｣こと堀江貴文氏率いるライブドアがニッポン放
送株式を時間外取引きで大量に取得したことに対抗してニッポン放送が取締役会において
フジテレビに対する新株予約券の発行を決議したのに対し､ライブドアが著しく不公正な
方法による新株予約権の発行であるとしてその差止めを求めた事件である｡東京高裁は､
本件が会社の支配権に硯に争いが生じている場合であることを重視し､ライブドアの主張
を認めた(東京高決平成17 ･ 3 ･ 23判時1899号56頁)｡
学説においては､本件のように支配権争奪のある場合であっても取締役は経営判断によ
り第三者割当増資をなしうると解する見解もあるが(森田章｢第三者割当増資と経営判断｣
商事1198号5頁参照)､著者は､本決定を｢取締役が株主の支配関係上の争いに介入する
目的で新株(募集株式)を発行するときは､それが企業経営上合理的であるとしても､不
公正発行になるとする､いわゆる会社機関の権限分配秩序説に依拠したもの｣とみて｢取
締役会の決議で募集株式の発行を可能にする制度は､取締役会に対し､募集株式の発行に
より株主の持株比率が低下するのを利用して､株主間の争いに直接に影響を与える権限ま
で認めたものと見ることはできない｣と述べた上､経営判断の原則の適用について｢誰に
会社を経営させると企業価値を高めるかは､取締役会に裁量の幅を認めて､決定内容の合
理性を審査する､経営判断の原則を適用する根拠を欠く｣と解し､本決定を支持する
(本書322頁､ 350貢)｡
本稿の性格からいって本決定に関する本稿筆者白身の見解を述べることは極力差し控え
たいが､いかに企業価値の向上が重要だといっても､経営判断の原則は､取締役の経営判
断を萎縮させないようにするための理論にすぎないから､著者が述べるように本件のよう
な場合にそれを適用することは妥当であるまい｡本決定に関する著者の見解は､多数説に
属するものといえようが､上の叙述には多様な価値を尊重しようとする著者のバランス感
覚が良く表れているように思われる(著者が本件を詳細に検討した論稿として､ ｢新株予
約権の有利発行と不公正発行(上･下) --ニッポン放送事件決定の検討｣判評560号
〔判時1900号〕 180-192頁･判評561号〔判時1903号〕 171-183頁参照)｡
3　ブルドックソース事件は､ 2007年にアメリカの投資ファンドであるステイ-ルパー
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トナーズがブルドックソースにTOB (株式公開買付け)を仕掛けたのに対抗して､ブル
ドックソースが株仁総会の特別決議によりステイ-ルを含む全株主に対し1株につき3個
の新株予約権を無償で割り当てた上､ステイ-ルに対しては新株予約椎を行使させない条
項を設定してステイ-ルから新株予約権を株式相当数で買い取ってステイ-ルの持株比率
を引き下げようとしたことに対し､ステイ-ルが株主平等原則に違反し､かつ著しく不公
正な方法による新株予約権の発行であるとしてその差止めを求めた事件である｡最高裁は､
本件において買収者以外のほとんどの株主が企業価値を損ねないための措置として是認し
ており､ステイ-ルも本件新株予約権の価値に見合う対価を取得しうることから､本件新
株予約権発行は株主平等の原則に違反せず､著しく不公正な発行ともいえないと判示した
(最決平成19 ･ 8 ･ 7判時1983号56頁)0
本決定について著者は､ ｢株主平等原則は多数決の濫用から･般株主･少数株主を守る
ためのもので､平等原則に違反する総会決議は無効であるから､買収者以外のほとんどの
株主が賛成しただけでは平等原則に違反しないとはいえない｡買収者が支配権を取得する
と会社に回復しがたい損害を及ぼし､買収者以外の多くの株主の利益が損なわれるか再か
を問題にすべきである｡また､買収防衛策を株主総会で導入したことは著しく不公止な方
法によるものではないことの人きな埋ltIとなるが､取得対価として金銭が支払われること
は不公正な方法によるものではないことの理由とはならない｡現経営者の保身目的のもの
かの観点から判断すべきである｣と述べて疑問を呈する(本書351頁)｡
著者も､本決定の結論には反対するものではないようであるが､ ｢買収者以外のほとん
どの株主が賛成した｣ことを理由に買収者を含む株主の平等が破られうるとすると､ ｢多
数決の濫用から一一一般株主･少数株主を守る｣という平等原則の目的が損なわれてしまう｡
また､著しく不公正な方法による募集株式の発行とは､ -一般に不当な目的を達成する手段
として募集株式が発行される場合をいうものと解されており､取得対価の支払は､募集株
式等の発行のL二1的の不当件を除去するものではありえない｡)その意味で｢買収者以外のほ
とんどの株主が賛成しただけでは平等原則に違反しないとはいえない｣､ ｢取得対価として
金銭が支払われることは不公正な方法によるものではないことの理由とはならない｣とい
う著者の見解は､いずれもIE諭というほかはない(著者が本件を詳細に検討したものとし
て､ ｢新株予約椎無償割当てと差止め-ブルドックソース事件(最2決半19･8･7判時
1983片56頁)の検討｣判評588号〔判時1987号〕 164-172日参照)｡
4　本書の章立て､文体及び内容は､著者の学風を反映した極めてオーソドックスなも
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のであり､現時点における会社法上の論点全般に亘って記述がなされていることから､本
書は､法科大学院生の｢基本書｣としても最適なもののひとつといえる｡
余談であるが､著者はパソコンを全く使用しないため､著者の文章は単語の変換ミスか
ら免れており､本書にも誤植がほとんど見当たらない｡かつては皆がそうであったとはい
え､会社法という極めて複雑化した法分野においてすべて手書きで完成度の高い著書をも
のする著者のバイタリティーには大きな勇気を与えられる｡
(たなべ　ひろやす　専修大学法学部教授)
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